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In order to keep the safe operation of a hydrogen infrastructure, we have developed the 

method that  pinpoints the exact location of hydrogen flame and gas.  This method creates a 

visible imaging of a hydrogen flame and gas combining the technologies of an amplification of 

ultraviolet light and its conversion into visible light, utilization of laser and image processing. 
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１．緒 言 

 

 地球環境問題への対応として，世界各国で政府主

導による水素エネルギーの導入・普及施策が推進さ

れている。特に，水素エネルギー利用技術として短

期的に市場導入の期待される燃料電池自動車に重

点が置かれ，水素供給ステーションの整備が急がれ

ている。このため，水素エネルギーの普及にとって

水素インフラの安全な運用・管理技術が極めて重要

である。 

 当社は，平成 13 年度末の運開時から今日に至る

まで，(財)エンジニアリング振興協会殿と大陽日酸

㈱殿のご指導の下，水電解型水素供給ステーション

の運用・管理業務を担当した[1]。我々は，この運用・

管理業務を通じて水素着火時や水素ガス漏洩時の

安全・確実な現地サイトの確認方法の必要性を痛感

し，この度，水素火炎ならびに水素ガスを可視化す

る技術を開発した。 

 

２．水素火炎の可視化技術 

 

２.１ 原理 

当該技術は，水素ガスに着火した場合に，遠方か

ら安全・確実に出火場所や火炎位置を特定・把握す

ることを目的としており，下記に示す３つの技術を

組み合わせている[2]。 

(1)水素火炎の可視画像化技術 

光学バンドパスフィルターを用いて水素火炎の

発光ススペクトルの中からスペクトル強度の大き

い紫外光のみを取り出し，これを光電子増倍管で増

幅して CCD カメラで電気信号に変換することによ

り太陽光線下では肉眼には殆ど透明にしか見えな

い水素火炎を紫外画像化する。 

(2)火炎周囲の高温領域の可視画像化技術 

水素ガスの燃焼によって生じる火炎周囲の高温

蒸気，ならびに火炎によって熱せられた配管や壁な

どから発せられる黒体輻射の赤外光を赤外光対応

のサーモカメラで選別・集光することにより，火炎

周囲の高温領域を赤外画像（熱画像）として捉える。 

(3)複数画像の重ね合わせ技術 

可視光対応の CCD カメラで撮影した背景画像と，

上述の紫外／赤外画像の 3枚の画像をパソコン上で

画像処理し，モニター上に重ね合わせて表示させる。

画像処理プログラムは，紫外画像と赤外画像の重な
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り部分の面積が閾値以上となった場合のみを水素

火炎と判定しており，従来技術のように誤動作する

可能性は極めて低い。このため，水素火炎の検出信

号をトリガーとした警報発報や消防機関への通報，

散水・閉弁などの一次対応システム構築が可能であ

る。 

 

２.２ 機能検証 

プロトタイプを設計・製作し，フィールドにて機

能検証を行った。その結果を図１に示す。太陽光線 

  

 

 

 

 

 

 

(a)背景画像 

 

 

 

 

 

 

(b)紫外画像 

 

 

 

 

 

 

(c)赤外画像 

 

 

 

 

 

 

 

(d)水素火炎の可視画像 

図１ 水素火炎可視化実験の結果例 

の影響を勘案して，水素火炎の発光スペクトルの中

から太陽光線の影響の尐ない波長域における特定

波長の紫外光のみを選別しているのにも関わらず，

図１(b)に示すように，天候によっては太陽光線中の

紫外光と水素火炎からの紫外光の区別が難しい場

合がある。このため，この紫外画像と図１(c)に示す

赤外画像の重なり部分を以て水素火炎と判断する

画像処理ロジックを採用している。 

図１は，水素火炎から撮像装置までの距離が約

1.5m の結果であるが，その距離を 10m 刻みに 30m

まで離した場合についても実験した。その結果，離

隔距離の増加と共にモニター上の水素火炎の画素

数が急激に減尐するが，離隔距離 30m の場合でも

十分に火炎検出が可能であることを確認した。                                                

 

３．水素ガスの可視化技術 

 

３.１ 原理                                    

 物質に光を照射すると，入射光と波長のズレた光

が散乱する。表１に示すように，そのズレの大きさ

は物質固有であり，散乱光（ラマン散乱光）の波長

は物質固有値だけ入射光からシフトする[3]。当社の

開発した水素ガス可視化技術は，このラマン散乱光

を可視画像化する技術である[4]。                                                   

 

表１ ラマン散乱波長 

( 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典元：(財)電中研】 

 

図２に開発したシステムの概念を示す。当該シス

テムは，監視対象空間に照射したレーザー光に起因

する水素ガスからのラマン散乱光を紫外光対応の

高感度 CCD カメラで撮像して水素ガスを画像化し，

分子 ラマンシフト（ｃｍ－１）
レーザー波長３５５ｎｍの場合の

ラマン散乱波長（ｎｍ）
レーザー波長２６６ｎｍの場合の

ラマン散乱波長（ｎｍ）

ＣＯ２ １３８８ ３７３．４ ２７６．２

Ｏ２ １５５６ ３７５．８ ２７７．５

ＣＯ ２１４５ ３８４．３ ２８２．１

Ｎ２ ２３３１ ３８７．０ ２８３．６

Ｈ２Ｓ ２６１１ ３９１．３ ２８５．９

ＣＨ４ ２９１４ ３９６．０ ２８８．４

ＮＨ３ ３３３４ ４０２．７ ２９１．９

Ｈ２Ｏ ３６５２ ４０７．９ ２９４．６

Ｈ２ ４１６０ ４１６．５ ２９９．１
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別の可視光対応 CCD カメラで撮像した背景画像と

重ね合わせることにより，水素ガスの位置を特定す

るシステムである。表１に示すように，ラマン散乱

波長は照射レーザーの波長と異なるため，高感度

CCD カメラにラマン散乱光波長に透過中心を有す

る光学バンドパスフィルターを用いることにより，

照射レーザー光を遮断している。更に，太陽光や照

射レーザー光などの外乱の影響を低減するため，今

回のシステムでは，電気信号によって ON/OFF 動

作を行ってレーザーをパルス状に照射し，この照射

レーザーパルスに同期させて水素ガスからのラマ

ン散乱光を検出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 水素ガス可視化システムの概念 

 

 

３.２ 実験的裏付け 

 適用技術の妥当性を検証・評価するため，水素ガ

スと窒素ガスの混合ガスが充満した密閉容器の小

窓に向けて Nd:YAG レーザーの第 4 高調波（波

長:266nm）を照射する実験を行った。 

図３は，水素ガスと窒素ガスを 50vol%：50vol%

の比率で混合したガスに 2.8mJ/P の出力強度を有

するレーザーを照射した場合のラマン散乱波長の

測定結果で，先の表１に示される水素ガスと窒素ガ

スのラマン散乱波長が得られた。 

 図４には，照射レーザーの出力と水素ガスのラマ

ン散乱信号強度の関係を示す。レーザー出力の増加

と共に飽和傾向が観察されるものの，概ね直線関係

が認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 混合ガスのラマン散乱波長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４  レーザー出力とラマン散乱信号強度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 水素ガス濃度とラマン散乱信号強度 

 

 図５には，水素ガス濃度とラマン散乱強度信号の

関係を示す。水素濃度は 1%，4%，10%，これ以降

は 10%刻みで 100%まで変化させた。従って，図中

のデータは，最左端より水素濃度が 1%，4%，

10%，・・・・・であり，最右端が水素濃度 100%の

結果である。この結果から，当該実験システムが水

素ガス検知器の機能として必要な〝爆発下限界濃
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度（＝4%）の 1/4 以下で動作する〟を満足する装置

であると言える。更に，図４と同様にほぼ直線性が

認められることから，計測したラマン散乱信号強度

から逆に漏洩水素ガス濃度の推定が可能である。し

かし，レーザー光の放射安全上の理由により，照射

可能なレーザー強度に制約があることに加えて，一

般にラマン散乱信号強度は弱く，特に低水素濃度時

の信号は非常に微弱であることから，実用に際して

はイメージインテンシファイヤーにて信号強度を

数万倍に増幅させるなどの対応が必要である。 

 

３.３ 機能検証 

実験的な裏付けを得ることによって適用技術の

妥当性と有効性を確認することができたため，機能

モデルを設計・試作し，フィールドにて機能検証試

験を行った。試作した機能モデルは，レーザーヘッ

ドを回転台上に据え付けてレーザービームを水平

方向に走査させ，次に垂直方向に一段ずらせて引き

続き水平逆方向に走査させる制御を行わせている。

このため，30m 離れた対象空間の 1m 四方の領域を

走査し終えるのに約 80 秒(水平走査 20 秒／回×4

回)を要す。 

 機能検証試験では，レーザーヘッドから 1.2m 離

れた位置のバーナーノズルから放出（約 25L/min）

させた水素ガスを機能モデルを用いて撮像・可視画

像化させた。 

 図６にその結果を示す。試験には，出力強度が

3.0mJ/P の Nd:YAG レーザーの第 4 高調波（波長：

266nm）を用いたが，先に述べたように，フィール

ドでレーザーを使用するに当たっては，安全上，試

験で用いたレーザー出力の 1/10 程度の強度で運用

する必要がある。実験室レベルの試験では，0.3mJ/P

のレーザー照射にて水素ガス濃度 1%を検知し，画

像化することに成功した。 

 

４．反ストークスラマン散乱 

 

 ラマン散乱光を可視画像化する方法では，危険度

の低い微弱なレ―ザーを照射するため，ラマン散乱

光信号 (Signal)に対する太陽光などの外乱信号

(Noise)の影響が大きくなる。そこで，レーザーの照

射タイミングとラマン散乱光の受光タイミングを同 

 

 

 

 

 

 

(a)背景画像 

 

 

 

 

 

 

(b)紫外画像 

 

 

 

 

 

 

(c)水素ガスの可視画像 

図６ 水素ガス可視化実験 

 

期させることに加え，ラマン散乱光信号の取り込み

の時間ゲートを短くするほか，光学バンドパスフィ

ルターの透過波長幅を小さくするなどの対策を講

じることによりラマン散乱光信号と外乱光信号と

の比（＝S/N）を高めている。しかし，レーザーを

照射してラマン散乱光を受光する場合，照射レーザ

ー光の反射波の他に監視対象空間内の壁材や配管，

水・油膜などによる照射レーザー光に起因した蛍光

が発生し，水素ガス検知が阻害される。材質によっ

てはこの蛍光スペクトルは水素のラマン信号より

も強いため，抜本的な蛍光対策が必要となる。 

一方，対象ガスに対して，励起用のレーザー光と

ストークス光（長波長側にシフトする散乱光）に相

当するレーザー光を同時に照射すれば，反ストーク

ス光（短波長側にシフトする散乱光）が増強される

現象がある[5]。そこで，この現象を定量的に評価す

るために図７に示す小規模な実験システムを用い

て基礎実験を行った。 
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図７ 反ストークスラマン散乱光に係る実験システム 

 

その結果，図８，図９に示すように，Nd:YAG レ

ーザーの第 3 高調波（波長:355nm）と当該高調波

で発振させたレーザー光（波長:416nm）を同時に水

素ガスに照射することにより，水素火炎中の OH 基

の発光スペクトルのピーク波長（309nm）と完全に

一致する波長を有するラマン散乱光が検出される

ことを確認した[6]。 

当該技術を用いることにより，照射レーザーに起

因した蛍光の影響を受けない水素火炎／ガス可視

化装置の一体化などシステムのコンパクト化やコ

スト低減が可能となる。 

 

５．結言 

                                 

 水素火炎可視化技術は，ほぼ実用レベルにまで到

達した感触を得ており，実運用している水素供給ス

テーションなどでの実証運用を通して長期耐久性

の検証と開発技術の妥当性評価，付加価値を高める

ための新たな追加機能の検討などを行って，市場公

開したいと考えている。 

一方，水素ガスの可視化技術については，漸く最

初の障壁を乗り越えた段階と考えている。当該技術

が実用システムとして市場に受け入れられるため

には，危険度の低い微弱なレーザーの適用や低コス

ト化・コンパクト化を図るなど，解決すべき問題が

散在している。現在，30m 先の漏洩水素ガスの可視

化を可能とするシステムへの改良を実施している

他，レーザービーム・スキャナーの適用による可視

化の高速化を目指している。今後，水素火炎可視化

と水素ガス可視化の何れにも対応可能なシステム

の  

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)355nm のレーザー照射の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (b) 416nm のレーザー照射の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)315nm と 416nm のレーザーを重ね合わせて 

照射した場合 

図８ 反ストークスラマン散乱光に係る実験的裏付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 水素火炎の発光スペクトル 
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の開発も進める予定である。 

本研究は「地域新規産業創造技術開発費補助（経

済産業省創設）」事業として平成 16 年度から実施し

ている。 
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